
比企広域市町村圏組合入札公告第 ７－２ 号 

 ｢高坂分署庁舎新築工事（建築）｣について、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の６第１項の規定に基づき、次のとおり制限付き一般競争入札を執行する。 

 

  令和７年４月１１日 

 

比企広域市町村圏組合管理者  森 田 光 一 

 

１ 入札参加形態 

  入札に参加できる者の形態は、別に定める。 

２ 入札参加資格 

  入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

⑴  入札公告日現在、令和７・８年度の比企広域市町村圏組合競争入札参加資格者名簿に登載されて 

いること。登載業種、格付及び所在地区分等については、別に定める。 

 ⑵ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

 ⑶ 本公告の公告日から入札執行日までの間において、国、県又は比企広域市町村圏組合が定める建 

設工事等の契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止（入札参加停止も含む。）の措置を受 

けていない者であること。 

 ⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立てがなされている者（厚 

  生手続き開始決定後に、別に定める手続きにより一般競争入札参加資格者の再認定を受けた者を除 

  く。）でないこと。 

 ⑸ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされている者（再 

  生手続き開始決定後に、別に定める手続きにより一般競争入札参加資格者の再認定を受けた者を除 

  く。）でないこと。 

 ⑹ 工事に対応する建設業法（昭和２４年法律第１００号）の許可業種に係る技術者の資格を有する 

  者を、同法第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、専任で配置する技術者は、 

  参加申請日以前に継続して３ｹ月以上雇用していること。 

 ⑺ ⑴から⑹までに掲げるもののほか、別に定める参加資格をすべて満たす者であること。 

３ 入札参加申込 

 ⑴ 入札参加を希望する者は、次の書類を比企広域市町村圏組合総務課に提出しなければならない。 

  ア 組合指定の制限付一般競争入札参加申込書 

 イ 一般競争入札参加資格審査申請書 

 ウ 建設業許可通知書又は許可証明書の写し 

 エ 公告日現在有効な経営事項審査の総合評定値通知書の写し 

オ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し及び監理技術者の資格を要する 

工事においては所属建設業者がわかる監理技術者資格証の表面裏面の写し（交付年月日が平成１６ 

年３月１日以降のものにあっては、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。） 



 

  カ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、 

参加申請日以前に継続して３カ月以上の雇用関係を証明できること。なお、オに掲げる監理技術者 

資格者証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

  キ 別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、当該施工実績を証明する契約書及び工事 

概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合センターが提供する「工事実績情 

報システム(ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事概要の記載されているもの）の写し 

 ⑵ ⑴ア及びイの書類は、本公告文を掲載している組合のホームページから取得すること。 

 ⑶ ⑴に掲げる書類は、袋とじにして割印を押すこと。 

 ⑷ 受付期間については、別に定める。ただし、土曜日・日曜日・祝日は受付を行わない。 

 ⑸ 受付の時点で明らかに入札参加資格がないと認められるときは、入札参加申請書を受理しない。 

４ 入札保証金 免除する。 

５ 仕様書等 

⑴ 仕様書等の閲覧又は貸出しの方法は、別に定める。 

 ⑵ 仕様書等に関する質疑及び回答の方法、質疑の受付期間並びに回答日は、別に定める。 

 ⑶ 質疑書には、会社名、所在地及び代表者役職・氏名を記載すること。 

６ 入札参加資格の審査結果通知 

  入札参加資格の審査結果通知は、別に定める日時において、比企広域市町村圏組合総務課より通知 

する。 

７ 入札執行の日時等 

入札の日時及び場所については、別に定める。 

８ 入札に関する注意事項 

 ⑴ 入札時点において参加資格がない者は、入札に参加できない。 

 ⑵ 入札に参加する者の数が一者であるときは、入札を執行しない。ただし、郵便入札による一般競 

争入札については、この限りではない。 

 ⑶ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加

算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税の課税事業者及び免税事業者を問わず、見積もった契約

希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 ⑷ 入札金額見積内訳書を入札書とともに提出すること。入札金額見積内訳書は、任意の様式とし、 

  会社名、所在地及び代表者役職・氏名を記載の上、代表者印を押すこと。 

 ⑸ 代理人をして入札する場合は、委任状を提出すること。 

 ⑹ 入札回数は再度入札を含め３回までとする。ただし、初度入札に参加しない者は、再度入札に参 

  加することができない。 

 ⑺ この公告に示す入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

 ⑻ 入札者は、その提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

 ⑼ 入札参加資格の審査結果通知後に入札を辞退する場合は、入札日当日に会場にて辞退届を提出す 

  ること。 

９ 調査基準価格  設定しない。 

 

 



10 最低制限価格  別に定めるものとし、価格の算出方法及び取扱いは、比企広域市町村圏組合建設 

工事最低制限価格制度実施要綱によるものとする。この場合において、入札価格が最低制限価格を下 

回った者は、再度入札に参加することはできない。 

11 入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

 ⑴ 入札参加資格のない者がした入札 

 ⑵ 虚偽の入札参加資格審査申請書を提出した者が行った入札 

 ⑶ 入札者の押印のない入札書による入札 

 ⑷ 記載事項を訂正した場合においては、その箇所に押印のない入札 

 ⑸ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

 ⑹ 同一事項の入札に対し２以上の意思表示をした入札 

 ⑺ 電報、電話及びファクシミリによる入札 

 ⑻ 明らかに連合によると認められる入札 

 ⑼ ２以上の者の代理をした者が行った入札 

 ⑽ 入札金額と入札金額見積内訳書の合計金額とが異なる入札 

 ⑾ 最低制限価格を設けているときは、最低制限価格を下回った入札 

 ⑿ その他入札に関する条件に違反した入札 

12 落札者の決定方法 

 ⑴ 落札者は、組合の予定価格の制限の範囲内の価格で、最低の価格をもって入札した者とする。た 

  だし、最低制限価格を設けている場合は、組合の予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以 

  上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格により入札した者とする。 

 ⑵ 予定価格の制限の範囲内において、同額入札があるときは、直ちに当該入札参加者にくじを引か 

  せ順位を決定する。 

13 落札者の周知方法 

  落札者の決定と同時に入札会場で入札者全員に口頭で周知する。郵便入札においては、決定後、速 

やかに入札者全員に電話等により周知する。 

14 契約保証金 

  落札者は、契約の締結と同時に請負代金の１０分の１以上の保証を付さなければならない。 

15 契約条項等 

 ⑴ 比企広域市町村圏組合契約規則及び比企広域市町村圏組合請負工事契約約款については、比企広 

  域市町村圏組合総務課において閲覧することができる。 

 ⑵ 工事が建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第９条に基 

づき分別解体等の実施が義務付けられた工事に該当する場合、落札者は速やかに必要書類を工事担 

当課に提出すること。 

 ⑶ 比企広域市町村圏組合の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４８年 

  条例第２３号）の定めるところにより、議会の議決に付さなければならない契約については、組合 

  議会の議決を経たときはこれを本契約とみなす旨が記載された建設工事請負仮契約書を取り交わす 

  ものとする。 

16 支払条件 

 ⑴ 前金払  別に定める。 

 ⑵ 部分払  別に定める。 



17 異議の申立て 

 入札を行った者は、入札後、比企広域市町村圏組合契約規則・契約約款・設計書・現場等について

の不明を理由として異議を申し立てることができない。 

18 その他 

 ⑴ 別に定める事項は、入札公告個票のとおりとする。 

 ⑵ この公告に定めない事項は、比企広域市町村圏組合競争入札参加者心得、比企広域市町村圏組合 

  制限付き一般競争入札実施要綱並びに一般競争入札及び指名競争入札に関する諸規程等の例による 

  ものとする。 

19 問い合わせ 

 この件についての問い合わせ先 比企広域市町村圏組合 総務課 

                 TEL 0493-23-9331  FAX 0493-23-9332 

                   



 入札公告個票【７－２号】 

工事名 高坂分署庁舎新築工事（建築） 

工事場所 東松山市大字西本宿地内 

工期 契約確定の日～令和 8年 3月 17日 

工事概要 別紙仕様書のとおり 

入札方法 制限付き一般競争入札（郵便入札） 

参加形態 単体企業 

入札参加資格 

以下に掲げる事項をすべて満たすこと。 

所在地区分 ・埼玉県内に本店を有する者 

名簿登載 

業種等 

・登録業種「建築工事業」 

・受注希望工事分類「建築一式工事」  

・公告日現在有効な経営事項審査の総合評定値通知書で、建築一式 

の総合評定値（中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合につ 

いては、官公需適格組合の算出方法の特例による官公需適格組合 

資格審査数値とする。）が所在地区分に応じ次に掲げる点数であり 

 下請代金の総額が 7,000万円以上なる場合は、特定建設業の許可 

 を有すること。 

ア 東松山市及び比企郡内に支店又は営業所を有する者 800点以上 

イ 上記所在地以外に支店又は営業所を有する者   1,100点以上 

入札参加申込 

受付期間 

令和 7年 4月 11日から令和 7年 4月 22日（土日祝日を除く） 

比企広域市町村圏組合総務課窓口へ持参により提出すること。（郵送不可） 

入札参加申込 

受付時間 
午前 9時から午後 4時 ただし、正午から午後 1時までを除く 

入札参加資格審査

結果通知交付日時 
令和 7年 4月 25日 発送 

仕様書等 

閲覧等の 

方法 

比企広域市町村圏組合ホームページからダウンロードすること。 

公開日 令和 7年 4月 11日 

質疑提出 

方法及び 

受付期間 

比企広域市町村圏組合ホームページから質疑書をダウンロードし、

比企広域市町村圏組合総務課へデータにより提出すること。 

公告日～令和 7年 4月 22日 午後 4時 

質疑提出先 

メールアドレス 
soumu3@hiki-saitama.jp 

質疑回答書 

交付 

令和 7年 4月 25日 午後 4時 

比企広域市町村圏組合ホームページからダウンロードすること。 

入札書提出期限 令和 7 年 5 月 8 日 必着 

開札日時・場所 令和 7 年 5 月 9 日 午前 10 時 比企広域市町村圏組合 会議室 

再度入札 

開札の結果、落札者が決定しないときは、直ちに当該入札の参加者全員に入札結果

を伝え、同日 16時より、再度入札を行う。その場合、入札参加者は 15時 30分まで

に、比企広域市町村圏組合総務課へ入札書を持参するものとする。  

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 比企広域市町村圏組合建設工事最低制限価格制度実施要綱により設定する。 



支 払

条件 

前金払 あり（その額は、契約金額の 20パーセント以内とする。） 

部分払 なし 

その他 郵便入札については、申込み時に説明を行う。 

工事担当課 消防本部消防総務課 

契約担当課 消防本部消防総務課 

 


